
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 1,312 0

要求額 1,346 0

決定額 1,346 0

電話番号：058-272-1111(内3319)

E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　・喫煙は、がんや慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の原因の一つとされており本人の
　　みならず、周囲への受動喫煙も問題となっている。
　・そのため、令和２年４月に改正健康増進法（以下、法という。）が全面施行さ
　　れ、多くの方が利用する施設において、受動喫煙対策が義務化された。
　・保健所には、適切な喫煙室の未設置や配慮義務等（法第２７条）に関する相談が
　　後を絶たず、施設だけではなく、県民への受動喫煙対策の浸透が不十分。
　・各施設や県民が法を理解し、適切な受動喫煙対策が図られるよう引き続き周知啓
　　発のうえ、指導・助言を行う必要がある。
　・また、法の施行をきっかけに県民の受動喫煙及び禁煙についての理解を深め、が
　　ん予防などを含めた健康増進につなげていく必要がある。

3,067

3,067

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

0

1,721

1,721

　○受動喫煙対策の推進
　・義務違反に関する通報のあった施設等への行政指導、立入検査を行う。
　・県民や施設からの受動喫煙対策の相談対応。
　・啓発資料による普及、先進事例の発信、禁煙施設の推奨。
　・受動喫煙防止対策推進会議の開催。
  ○たばこ対策の推進
　・学校への防煙教室、事業所への禁煙出前講座の実施。
　・がんやＣＯＰＤ等の予防に関する教室の実施及び県ＨＰ等での情報発信。

0 0 0

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

3,260

寄附金

0

一　般
財　源

1,948

予 算 要 求 資 料

令和６年度当初予算 支出科目 款：衛生費　項：医務費　目：健康増進対策費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名 たばこ対策による健康づくり事業費

(前年度予算額： 3,2603,067１ 事 業 費 千円)

健康福祉部　保健医療課　がん・受動喫煙対策係 



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

　法や各種計画に位置づけられており、県による実施が妥当である。

673

111

431

1,410

（２）国・他県の状況

委託料

３ 事業費の積算 内訳

250

192

　法や各種計画に位置づけられており、県による実施が妥当である。
  国1/2、県1/2（法に係る義務違反等の対応のみ 県10/10）

  無

（３）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

3,067

事業内容の詳細

協議会報償費等

協議会委員費用弁償、業務旅費

消耗品費、燃料費、印刷製本費（啓発物印刷等）

通信運搬費

COPD対策事業委託費等

協議会会場使用料等

事業内容

報償費

旅費

　第４次岐阜県がん対策推進計画、第４次ヘルスプランぎふ２１

需用費

役務費

　受動喫煙対策は、法が令和２年４月に全面施行され、全国一律に義務化。
都道府県に受動喫煙対策の責務がある。

使用料及び賃借料

合計

金額



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R4年度
(H28) 実績

10.6% －

60.9% －

50.4% －

30.0% 29.1%

（これまでの取組内容と成果）

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

○指標を設定することができない場合の理由

②職場で全くな
かった者の割合

③飲食店で月１回
以上あった者の割
合

受
動
喫
煙
の
機
会

④COPD認知度の向上

①家庭で毎日あっ
た者の割合

達成率
指標名

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

　令和２年４月に法が全面施行され、多くの方が利用する施設での受動喫煙対策が適切に行
われ、望まない受動喫煙が防止されるよう対策の推進を図る。
　また県民の受動喫煙対策や喫煙による健康問題への関心を高めていく。

（目標の達成度を示す指標と実績）

（事業目標）

終期目標

95%以上

－

－

目標 (R17)
R5年度 R6年度

目標

通報件数：89件、相談件数：723件
市町村所有の第二種施設における喫煙専用室設置率：0.4%

通報件数：37件、相談件数：144件
市町村所有の第二種施設における喫煙専用室設置率：0.4%

通報件数：15件、相談件数：121件
市町村所有の第二種施設における喫煙専用室設置率：0.4%

31%

－ －

－

－



（事業の評価）

（今後の課題）

・事業が直面する課題や改善が必要な事項

（次年度の方向性）

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）

２ 事業の評価と課題

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　健康増進法第二十五条により、受動喫煙防止の普及啓発、環境の整備など、受動
喫煙防止対策を総合的かつ効果的に推進する責務が県に課されており、事業の必要
性がある。２

組み合わせて実施する理由や期待
する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取
り組むのか
　法に基づく届出事務を実施のうえ、受動喫煙対策の一層の促進のために引き続き施設への
指導・助言をしてく必要がある。
　また、たばこの健康影響やＣＯＰＤの認知度向上を図り、県民の健康増進を図っていく。
そのために、受動喫煙防止対策推進会議を開催し、進捗確認・評価などを行い、今後のたば
こ対策に生かしていく。

組み合わせ予定のイベント又は事
業名及び所管課 【○○課】

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

　法の全面施行を機に各種施設における受動喫煙対策は促進されてきたが、取組が継続され
るよう引き続き周知啓発する必要がある。

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　ＣＯＰＤ対策事業は専門的な知識を有する団体に委託し、効率化を図っている。

１

(評価) 　第二種施設を対象としたアンケート調査の結果では法違反はなく、適切な対策が
講じられていた。

２


